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はじめに 

 

2018 年は、日中平和友好条約締結 40 周年に当る。昨年から日中関係

に改善の動きが高まり、5 月には 8 年ぶりに中国・李克強国務院総理の

公式訪日が実現し、強い信頼関係を取り戻すことができた。これに伴い

経済交流も、人的交流も、そして文化交流も着実に拡大をみせている。 

我々日中経済関係者としては、こうした動きがより明るい未来に結実

するよう、早期に安倍首相、習近平国家主席の相互交流が実現し、未来

指向の強固な日中関係の実現を期待するものである。 

世界経済が緩やかな回復基調にあるとはいえ、トランプ政権の米国第

一主義に伴う保護貿易主義と自国優先の政策運営は、世界経済に不信と

動揺を与えている。世界にとって自由で公正な世界経済秩序を確立する

ことこそが喫緊の課題である。 

世界に滔々と進みつつあるイノベーションの潮流は、第 4 次産業革命

の扉を拓き、産業文明の大転換をもたらしている。これは経済構造の変

革に止まらず、医療、健康、教育、管理など、社会構造や文化体系をも

変容する大きな力をもっている。グローバル化の文脈の中で、日中両国

は、進みつつあるイノベーションの潮流を人類の福祉の充実につなげる

基盤づくりに共に努力すべき時である。 

アジア地域にも様々な変化が起こりつつある。今年 4 月には、板門店

で南北首脳会談が開かれ、6 月にはシンガポールで歴史的な米朝首脳会

議が実現した。 

アジア経済は、着実に成長の歩みを続けている。環太平洋パートナー

シップ協定（TPP）の発効、そして東アジア地域包括的経済連携（RCEP）

の交渉の妥結と日中韓自由貿易協定（FTA）の成立、更には自由で開かれ

たアジアでの着実で具体的な国際協力の展開によって、その成長力は更

に確実なものになるに違いない。 

世界は、自由で公正な世界経済秩序の確立とイノベーションの展開を

牽引力として、新しいレジームの扉を開こうとしている。時代は日中両

国が、共に協力してその役割を果すことを期待している。 

 

提言の重点  

 
 

1 .  米 中 貿 易 摩 擦 や地 政 学 リスクによる世 界 経 済 への影 響 が 懸 念 される中 で、 各 国 にはグロー

バル経 済 の自 由 で持 続 的 な発 展 と国 際 秩 序 の維 持 に向 けた努 力 が求 められる。日 本 はより

質 の高 い自 由 貿 易 体 制 に向 け TPP 等 地 域 経 済 連 携 協 定 の実 現 に努 力 すると共 に、時 代 の

ニーズに適 合 する国 際 ルール作 りを欧 米 や中 国 などと連 携 して推 進 すべきである。 

2 .  中 国 での供 給 サイド改 革 の成 果 を評 価 すると共 に、鉄 鋼 分 野 を含 め更 なる構 造 改 革 を期 待

する。市 場 による価 格 決 定 メカニズムへの速 やかな移 行 も求 められる。 

3 .  最 近 の中 国 の外 資 企 業 に対 する規 制 緩 和 の進 展 を評 価 する。一 方 で、サイバーセキュリティ

法 や 知 的 財 産 権 保 護 等 のビジネス環 境 につ いては、引 き 続 き 透 明 性 、 公 平 性 、一 貫 性 、 予

見 可 能 性 の確 保 を期 待 する。 

4 .  国 民 の 快 適 で 活 力 に 満 ちた 暮 らし の 実 現 の た め 、 日 中 の イノ ベー シ ョン 協 力 は 重 要 で あ る 。

日 中 企 業 が 双 方 の 優 位 性 を 学 び、 相 互 補 完 のビジネス・アライアンス を実 現 する ことが 不 可

欠 である。 

5 .  自 由 で公 正 な通 商 圏 をアジア地 域 に広 げることが重 要 である。第 三 国 市 場 展 開 では、コンプ

ライアンス 、ホスト 国 の 財 政 の 健 全 性 、 開 放 性 、 経 済 性 、 透 明 性 を 充 足 する プロジェクトを 選

定 すべきである。 

≪ 提言の重点 ≫ 
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１．世界経済の構造的変化と秩序の確立  

 

（１）世 界 経 済 の 成 長 と貿 易 摩擦  

世界経 済 は、2017 年 の 成長率が 2011 年以来で最高の 3.7％を記録

し、直近 の 国 際 通貨 基 金（ IMF）の「世 界経済見通し」によれば 、2018

年、 2019 年 と も 3.9％ の 成長が見込まれている。こうした成長の背

景には 、経済 の グ ロ ー バ ル 化に加え、IoT、ビッグデータ、AI の活用

拡 大 に 伴 う イ ノ ベ ー シ ョ ン 及 び ニ ュ ー ・ エ コ ノ ミ ー の 新 た な 発 展 モ

デルが あ る。  

し か し 、 米 国 ト ラ ン プ 政 権 に よ る 安 全 保 障 を 理 由 と す る 鉄 鋼 及 び

ア ル ミ ニ ウ ム 輸 入 制 限 措 置 、 自 動 車 及 び 自 動 車 部 品 の 輸 入 に 関 す る

安全保 障 調査 、知 的 財 産 権 侵害を理由とした対中制裁措置など は、米

国 と 各 国 と の 間 で 少 な か ら ず 貿 易 摩 擦 を 進 行 さ せ て い る 。 こ う し た

一 方 的 措 置 は 、 経 済 発 展 の 原 動 力 と な っ て き た 国 際 ル ー ル に 基 づ く

自 由 貿 易 の 流 れ と 逆 行 す る も の で あ り 、 世 界 経 済 の 成 長 の 足 枷 と な

る可能 性 が危 惧 さ れ る 。  

 

（２）地 政 学 リ ス ク と 経 済 成 長への 影響  

世 界 の パ ワ ー バ ラ ン ス が 大 き く 変 化 し て い る 中 、 グ ロ ー バ ル 経 済

発 展 の 阻 害 要 因 の 一 つ と な っ て い る の が 地 政 学 リ ス ク で あ る 。 朝鮮

半 島 情 勢 で は 一 定 の 進 展 を 見 せ て は い る も の の 、 非 核 化 や 経 済 制裁

を め ぐ る 問 題 は 根 本 的 解 決 に は 至 っ て お ら ず 、 米 国 の イ ラ ン 核 合意

か ら の 離 脱 や 米 国 大 使 館 の エ ル サ レ ム 移 転 、 更 に は シ リ ア 情 勢 など

を め ぐ る 中 東 情 勢 も 混 迷 を み せ て お り 、 世 界 経 済 へ の 影 響 が 懸 念さ

れる。  

 

（３）米中 貿 易 摩 擦 と そ の 対 応  

米 国 の 中 国 に 対 す る 一 方 的 措 置 に 対 し て 、 中 国 も 対 抗 措 置 を 講 じ

るなど、米 中 貿 易 摩 擦 は 貿 易戦争の様相を呈している。日本は、米中

両 国 と も 緊 密 な 関 係 に あ り 、 国 際 ル ー ル に 則 し た 早 期 解 決 を 期 待 し

ている 。また 次期 G20 議 長国である立場 から、両国に対し経済大国

と し て の 自 覚 と グ ロ ー バ ル ・ プ レ ー ヤ ー と し て の 行 動 理 念 の 共 有 を

期待す るもの で あ る 。  

日 本 は 、 両 国 に 対 し て 国 際 通 商 ル ー ル に 合 致 し た 措 置 を 講 じ る よ

う 再 考 を 促 し 、 制 裁 と 対 抗 措 置 の 応 酬 に よ る 貿 易 戦 争 を 回 避 す る よ

う、あ ら ゆる 機 会 を 通 じ て粘り強く訴えていくべきである。  

 

（４）新た な 国 際 自 由 貿 易・ 経済体 制の形成  

こ れ ま で の 世 界 経 済 の 発 展 の 原 動 力 は 、 自 由 貿 易 を 中 心 と す る グ

ローバ リ ズム に あ っ た。先 進国はもとより、新興国においても グロー

バ リ ズ ム に 依 拠 し た 自 由 貿 易 に よ っ て 各 国 の 経 済 規 模 が 拡 大 し 、 生

活水準 の向上 を 達 成し て きた。  

し か し 、 急 速 な グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン に よ っ て 国 際 間 の 不 均 衡 や

国内格 差 拡大 等 の 副 作 用 が生じている。 また、第 4 次産業革命の到

来 を 迎 え て い る 今 日 、 既 存 の 業 種 や 産 業 の 枠 を 越 え た 新 た な ビ ジ ネ

ス モ デ ル が 創 出 さ れ 、 か つ 瞬 時 に 国 境 を 越 え て 普 及 す る と い う 状 況

が現出 し てお り 、従 来 の 世界貿易機関（ WTO）をはじめとする国際ル

ールが 時 代に 適 合 で きな い場合も少なからず生じている。  
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世 界 が グ ロ ー バ ル 経 済 の 自 由 で 持 続 的 な 発 展 や 国 際 秩 序 の 維 持 と

いう共 通 の目 標 に 向 け て 進む中で、相互に直面する課題を提起し、新

し い 時 代 の 環 境 に 適 合 す る 貿 易 投 資 ル ー ル の 在 り 方 を 探 求 す る こ と

が求め ら れて い る 。  

日本は、よ り 質 の 高 い 自 由貿易体制の実現に向け、既に合意した 日

欧経済 連 携協 定 （ EPA） 及 び 11 カ国による環太平洋パートナーシッ

プ協定（ TPP11 協 定）の 早 期発効に努め つつ、将来に向けて中国や欧

米 諸 国 と 連 携 し な が ら 、 広 範 で か つ 質 の 高 い 互 恵 的 な 貿 易 ル ー ル 作

りを推 進すべ き で あ る 。  

他方で 、日 本は EU な ど と共に、経済のグローバル化の推進と自由

貿易の 堅 持を 標 榜 し て い る中国に対し、グローバル・プレーヤーに相

応しい、透 明 で 対 等、公正 な競争の確保を旨と する産業政策 への転換

を期待 し てい る 。ま た 、我々は、中国がその不透明で市場歪曲的 な補

助 金 政 策 や 中 国 へ の 技 術 移 転 を 外 資 企 業 に 要 求 す る 慣 行 等 が 国 際 市

場 で の 公 正 な 競 争 を 阻 害 し 、 ひ い て は 自 由 貿 易 体 制 の 維 持 を 困 難 に

し て い る と の 国 際 世 論 に 耳 を 傾 け 、 グ ロ ー バ ル ス タ ン ダ ー ド に 整 合

し た 産 業 政 策 へ の 転 換 を 図 る こ と が 、 自 由 貿 易 の 堅 持 と 中 国 経 済 の

持続可 能 な成 長 に 資 す る と考える。  

 

２．日中の経済構造及びビジネス環境の持続的改革  

 

（１）日 中 経 済 協 力 の 環 境 改 善への 評価  

①中国の 産業 構 造 の 更 な る改革  

今年 3 月 の全 国 人 民 代 表大会で、中国が 2016 年以来取り組んで

来た「過 剰 生 産 能 力・不 動産在庫・レバレッジの解消、企業コスト

の削減、そ し て脆 弱 部 分 の補強」という、供給サイド改革 5 大任務

につい て、そ の 達 成 成 果 が報告された。我々としても、中でも、鉄

鋼分野 な どで は 、政 府 当 局の強力な指導の下で着実 な過剰生産能力

削減が 進 めら れ てい る こ とを評価したい。過剰生産能力問題を抑止

す る 観 点 か ら 効 果 的 か つ 価 値 あ る 枠 組 と な っ て い る 鉄 鋼 グ ロ ー バ

ル・フ ォ ー ラ ム に つ い て、日中両国の協力の下で、その取り組みが

将来的 に も継 続 さ れ る こ とを期待する。  

我々 は 鉄 鋼分 野 を 含 め、更なる構造調整が進むことを期待 してい

る。その 際 、将 来 の 過 剰生産能力の顕在 化が予見される設備投資を

抑制す る メカ ニ ズ ム の 確 立が重要である。また、供給サイド改革の

中核的課 題で あ る 国 有 企 業改革を含め、資源配分 において は、市場

が決定 的 な役 割 を 担う こ とを明記した 第 18 期三中全会の決定 に則

した価 格 決定 メ カ ニ ズ ム への速やかな移行を目指すべきである。そ

のため には、公 正 な 競 争 の確保と市場関係者に対する明確な情報提

供が不 可 欠で あ る。  

なお 、最 近 の 景 気 減 速 懸念に対処するため 、財政出動を含む 短期

的な景気 刺激 策が 進 め ら れている。そ の実行にあたっては 、これま

で の 構 造 改 革 の 流 れ が 途 切 れ ず に 継 続 さ れ る こ と を 期 待 し て い る 。 

 

②日本 の 産業 構 造 の 更 な る改革  

日本 に お いて は 、急 速 な少子高齢化が進行する中で持続可能な経

済発展 を 確保 す る た めに は、女性や高齢者の労働参加の促進、外国

人技能 者・技 術 者 の 受 入 れ拡大が必要である。同時に、第 4 次産業

革 命 に 代 表 さ れ る デ ジ タ ル ツ ー ル や ロ ボ ッ ト 等 の 活 用 に よ る 省 力
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化、人や物 の 往 来 を 効 率 化し移動時間と費用を削減できるインフラ

の整備な どの 生 産 性 の 向 上に資する施策について、可及的速やかに

順次実 施 して い く こ と が 重要となっている。デジタル革新に対応で

きる高 付 加価 値 人 材 の 育 成、リカレント教育、働き方改革、内外双

方向の 直 接投 資 促 進 に 向 けた環境整備 も進める必要がある 。  

 

③中国 の外資 導 入 に 向 け た環境改善  

今年 4 月の習 近 平 国 家 主席の「ボアオ・アジア・フォーラム」で

の演説に おい て、経 済 の グローバル化の下での中国の更なる改革開

放 の 拡 大 に 向 け 、「 金 融 業 と 製 造 業 に お け る 外 資 の 市 場 参 入 規 制 の

大幅緩 和」、「 競 争 促 進 、企業の財産権保護などの魅力的な投資環境

の創造」、「 知 的 財 産 権 の 保護強化」、「積極的な輸入の拡大」という

四つの柱 が掲 げ ら れ 、日 中間の更なる経済交流が深まることへの期

待が高 ま った 。こ れ を 受 けて、外資による自動車及び金融分野への

出資規 制 の緩 和 、自 動 車 及び部品関税引き下げなどが相次いで決定

されたほ か、 他 業 種 で も 規制緩和の準備が進んでいる。  

また 、今 年 5 月 の 李 克 強国務院総理の来日に際しては、長年の懸

案であ っ た日 中 社 会 保 障 協定の署名に至った ほか、人民元適格海外

機関投 資 家（ RQFII）枠 付 与、東京市場での人民元クリアリングバン

クの設 置、円 ＝元 通 貨 ス ワップ協定締結などの日中金融協力に関す

る合意 や、日 系 金 融 機 関 への債券業務ライセンスの付与及び中国市

場参入 の 早期 推 進 へ の 言 及、日本産農産物・食品の中 国における輸

入規制 緩 和に 向 け た 動 き など、両国の経済関係を深化させ、中国市

場への 投 資環 境 を 改 善 さ せる多くの成果があった。  

今後 、両 国 で の 手 続 き が速やかに行われ、これらの合意事項が早

期に実 施 され る こ と を 期 待すると同時に、中国市場の自由化に向け

た更な る 開放 と 環 境 整 備が進み、透明性、公平性、一貫性、予見可

能性が 担 保さ れ た ル ー ル の運用が実施され、外資企業が自由な経済

活動を 行 える よ うな 行 政 上の運用改善 の進展が期待されている。  

 

（２）投 資 環 境 の 国 際 ル ー ル との整 合  

①公平な 競争 環 境 創 出 の ためのルール遵守  

グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン と デ ジ タ ル テ ク ノ ロ ジ ー に 支 え ら れ た 日

中 両 国 企 業 の 活 動 は 、 組 織 や 産 業 、 国 境 を 越 え た 繋 が り に よ っ て 、

世界にイ ノベ ー シ ョ ン と 成長をもたらしている。日中両国企業が共

に協力し、持 続 的 な 発 展 を実現していくためには、世界市場におけ

るルール やグ ロ ー バ ル ス タンダードの遵守を徹底し、企業の社会的

責任（ CSR）の 達 成 や「 持 続可能な開発目標（ SDGs）」の実現に努め

るなど、共 通 の 価 値 観 に 基づいた日中企業のパートナーシップの 深

化が重 要 であ る 。  

 

②ビジネ ス環 境 に お け る 公平性、透明性の向上  

透明 性、公 平 性 、一 貫 性、予見可能性が確保された、国際社会と

の親和性 の高 い ビ ジ ネ ス 環境整備が求めら れる中で、我々は、中国

政府が 2018 年の 政 府 活 動 案において、高いレベルでの開放を図り、

国際的な 経済・貿 易 ル ー ルとの一致を強化して世界一流のビジネス

環境を整 備す る 、と の 目 標を掲げていることを高く評価し、その実

現に強 く 期待 す るも の で ある。  

中国 で は、「 中 国 サ イ バ ーセキュリティ法」の施行や、環境規制の

強 化 、 輸 出 管 理 法 案 の 提 示 な ど 、 新 た な 規 制 が 導 入 さ れ つ つ あ る 。
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何れも、新 し い時 代 の 要 請に基づく重要な規制・制度であるが、そ

の制度設 計・運 用 に 当 た っては、企業のグローバルな経営活動が妨

げられる こと が な い よ う に要請する。  

サイ バ ー セキ ュ リ テ ィ 法については、個人情報保護の範囲を超え

て、広範 な デ ー タ の 利 用 制限が課されることについて 、データの 国

境を越え た自 由 な 流 通・利活用を推進し、イノベーション創出を促

進 し よ う と す る 世 界 の 潮 流 に 逆 行 す る も の と し て 懸 念 が 表 明 さ れ

ている。環 境 規 制 の 強 化 に際しては、運用上の地域差や恣意性の存

在 が 指 摘 さ れ て い る 。 ま た 、 輸 出 管 理 法 案 に 対 す る 意 見 募 集 で は 、

グローバ ルな バ リ ュ ー チ ェーンを構成する企業にとって、複雑な手

続 き や 技 術 情 報 の 開 示 の 義 務 な ど が 生 じ る 懸 念 が 指 摘 さ れ て い る 。

規制の適 正な 運 用 は 当 然 であるが、グローバルスタンダードに基づ

く透明性 、公 平性 、一 貫 性、予見可能性が確保されなければならな

い。  

外資 系 を 含む 企 業 に 対 しても、法律で企業内に 中国共産党の 党組

織を設立 する こ と が 求 め られている。中国の国情に応じた規定であ

ることは 理解 で き る が 、外資系企業には強い違和感がある。企業ガ

バナンス に対 す る 当 局 の 姿勢の透明性を求めたい。  

 

③日本の 規制 緩 和  

日本 は 、対 内 直 接 投 資 残高の倍増と、海外人材の積極的導入を目

指してビ ジネ ス 環 境 の 整 備を進めているが、シェアリング・ビジネ

ス な ど 中 国 で 先 行 す る 新 し い ビ ジ ネ ス が 日 本 市 場 に お け る 従 来 型

の規制に よっ て 参 入 を 阻 まれているとの指摘がある。健全な市場秩

序の維持 や、個 人 情 報 保 護に対するセキュリティ面での配慮を図り

つつ、外 資 企 業 の 進 出 促 進に向けた一層の規制緩和と、新たなビジ

ネスモデ ルに 対 応 す る た めの制度整備が喫緊の課題である。  

 

（３）知的 財 産 権 保 護 の 実 効 性向上  

近年 、中 国 に おける 知 的 財産権の保護は 、特許法をはじめとする関

連法制の 整備・改 正 や、知 財専門裁判の積極的な公開 など、その管理

体制の構 築等 着 実 に進 捗 してきている。 加えて、本年 1 月の不正競

争 防 止 法 改 正 に よ り 、 懸 案 で あ っ た 混 同 行 為 や 営 業 秘 密 侵 害 行 為へ

の 対 応 が 強 化 さ れ 、 さ ら に 行 政 監 督 機 関 の 捜 査 権 限 強 化 や 通 報 制度

が 拡 充 さ れ た 。 我 々 は こ う し た 一 連 の 取 り 組 み を 歓 迎 す る も の であ

る。  

他 方 、 著 名 商 標 に 中 国 国 内 の 著 名 性 証 明 が 必 要 と な る な ど の 課 題

が依然残 され て い る 。ま た 、外資企業の対中進出に際して技術の提供

を求めた り、ラ イ セ ン ス 契約に制限を設け たりといった 行為が、WTO

の ル ー ル に 違 反 す る 措 置 で あ る と の 指 摘 が あ る 。 グ ロ ー バ ル ス タン

ダ ー ド に 則 し た 投 資 環 境 を 実 現 す る た め の 更 な る 制 度 改 善 を 期 待し

たい。  

 

（４）輸 入 拡 大 へ の 取 組 み  

中国政 府 が 、自 由 貿 易堅 持の見地から 、今後 5 年間に 10 兆ドル以

上の輸 入 をす る と 表 明 し たことを高く評価したい。本年 11 月に上海

で開催 さ れる 第 1 回 国 際 輸入博覧会には、日本の経済界としてもそ

の趣旨 に 賛同 し、 積 極 的 に協力していきたい。  
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３．イノベーションに向けた日中協力の展開  

 

（１）世界 規 模 で 急 展 開 す る イノベ ーション  

世界 の 産 業や 社 会 は第 4 次産業革命に伴う イノベーションの 急

展開と い う大 変 革 に 直 面している。デジタル技術によって様々な

国や地 域 の異 な る シ ス テムが繋がることで、多様な考え方が交錯

し融合 し 、お 互い の 優 れたところを吸収し 合う中から新たな価値

が創出 さ れ、安 全・安 心で幸福な社会・生活がもたらされる 可能

性が生 ま れて い る。こ れこそが世界各国に共通するイノベーショ

ンの本 質 である 。  

 

（２）日 中 が 挑 む イ ノ ベ ー シ ョン改 革  

日本 で は 、IoT、ビ ッ グデータ、AI、ロボットの導入によるサイ

バー空 間 とフ ィ ジ カ ル 空間の高度な融合によって、産業の革新と

社会・生 活 の 諸課題 解 決とを同時に達成する「 Society 5.0」の実

現に向 け た官 民 の 取 り 組みを強化している。即ち、産業・社会の

現場で は 、高 齢化 や 人 口減少の下での生産性 の向上と技術の伝承、

IoT や e-コマ ー ス の 発 達によるマーケット構造の 転換、エネルギ

ー・資 源 制 約 と地 球 温 暖化への対応などの喫緊の諸課題 に対して、

既存の 組 織や 産 業 の 枠 を超え、エッジコンピューティング技術や

IoT プ ラ ッ ト フォ ー ム 活用、自動運転を含 むコネクティッド ・イ

ンダス ト リー ズ の 推 進 、５ G 導入等による新たなソリューション

が日々 創 出さ れ て い る 。  

 一方、中 国 で は 、世界が注目するイノベーション先進地域・深

圳や北 京・中 関 村、天 津、杭州等での民営企業、スタートアップ・

ベンチ ャ ーな ど の ダ イ ナミズムのもとで、e-コマースやモバイル

決済、カ ー・シ ェ ア リ ングなどのニュー・エコノミーが飛躍的 な

成長を 続 けて い る。こ れらは、日本企業のビジネスモデル の開発、

産業や 社 会の 課 題 対 応 にとって、極めて有益な示唆を与えている。 

スタ ー ト アッ プ・ベ ンチャー企業などのインバウンド、アウト

バウン ド の企 業 交 流 や プラットフォーム の構築を通じて、日中の

企業が そ れぞ れ の 優 位 性を学び合い、相互補完のビジネス・アラ

イアン ス を実 現 す る こ とができれば、日中のイノベーションにと

って極 め て有 益 で あ る 。  

 

（３）日中 イ ノ ベ ー シ ョ ン 協 力の新 境地  

 「 Society5.0」を 目 指す日本と 、イノベーション駆動の発展戦

略を推 進 する 中 国 の 双 方にとって、既に実現しつつある製造や物

流現場 での IoT や AI の導入によるスマート化のアライアンスに

加えて、例 え ば 高 度 医 療、金融、教育といった分野で も更なる協

力の大 き な可 能 性 を有 している。そうした イノベーション 協力は、

両 国 民 の よ り 快 適 で 活 力 に 満 ち た 暮 ら し を 実 現 す る た め に 極 め

て重要 と 考え る 。  

 日本 の「 Society5.0」は、人生 100 年時代を迎える国民の健康

寿命の 延 伸とク オ リ テ ィ・オブ・ライフ（ QoL）向上を最重要課題

の一つ と して お り 、こ れらは「健康中国 2030」の目指すものと軌

を一に し てい る 。 AI、 ビッグデータ分析、 IoT 等のデジタル技術

の応用 は、画 像 診 断 による疾病の早期発見・治療等において、医

師不足 の 克服 と 診 断 精 度・効率の向上に寄与しつつある。こうし
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た 日 進 月 歩 の 高 度 医 療 分 野 で の 日 中 協 力 を 深 化 さ せ る こ と が で

きれば 、そ の 恩恵 は 必 ずや両国の人々が広く享受するものとなる。  

また 金 融 分野 で は 、中国の金融制度改革と市場自由化を着実に

促進す る こと に よ り 、両国金融市場の活性化に繋がる方向での継

続的な 協 力の拡 充 が 極 めて重要である。加えて、イノベーション

に資す る フィ ン テ ッ ク の協力に向けては、政府当局、民間部門に

よる健 全 な取 引 ス タ ン ダードの整備が肝要 であり、例えばクロス

ボーダ ー の貿 易 金 融 に おいて、ブロックチェーン技術を活用した

契約関 連 書類 の ス マ ー ト交換によるスピードアップや正確 、安全、

効率性 向 上に 向 け た共 同実証実験などを通して、地域全体の事務

手続き 、プ ロ セス を 効 率化するスタンダードが整備 されることを

提言す る 。  

 イノ ベ ーシ ョ ン 協 力 実現に不可欠な教育分野の協力では、活発

化して い る日 中 大 学 間 交流などにおいて、中国の大学 の世界を先

導する AI イ ノベ ー シ ョンセンター設立などの動きと同 一歩調の

研究交 流 が深 化 拡 大 し ていくことが 期待される。  

また 、思 考の 柔 軟 な 青少年の段階からイノベーションの息吹に

直に接 す るこ と の で き る留学先の言語を学び、学生、研究者及び

生 活 者 と し て の 地 道 な 相 互 交 流 を 積 み 重 ね る こ と は 極 め て 重 要

である 。そ う した 体 験 により深められる異文化の社会や人々の価

値観な ど に対 す る 理 解 は、イノベーション能力を高め、協力実現

の確固 た る礎 と な る に 違いない。  

 

（４）日中 協 力 の 新 展 開 に 向 けた環 境整備  

イノ ベ ー ショ ン 協 力にあたっては、技術の研究開発 やその成果

を 活 用 し た ビ ジ ネ ス ･モ デ ル の 立 案 と そ の 社 会 実 験 、 そ こ で 得 ら

れたデ ー タの 蓄 積 と ア クセス・利活用、標準化、ビジネスのスタ

ート・ア ッ プ 等が 重 要 である。例えば、データが一部のプラット

フォー マ ーに 集 積 し 、独占的地位が構築されるのに伴い、公正な

競争が 阻 害さ れ る 弊 害 を惹起することが有り得る。  

こう し た 一連 の 協 力 の具体化にあたっては、日中双方の関連す

る産業 界 の意 見 を 踏 ま えつつ、政府当局間において意見調整が行

われる こ とが 望 ま れ る 。  

 

４．アジア経済の新展開と日中協力  

 

（１）ア ジ ア で の 質 の 高 い 自 由貿易 体制の構築  

アジ ア の 経済 成 長 率 は他の地域と比べ 高く、日中両国のアジア

のリー ダ ーと し て の 役 割は日々高まっている。就中、質の高い自

由 貿 易 の 枠 組 と し て 期 待 さ れ る 東 ア ジ ア 地 域 包 括 的 経 済 連 携

（ RCEP）及 び日 中 韓 自 由貿易協定（ FTA）については、不透明で恣

意的な 貿 易秩 序 を 排 し 、国際ルールに基づく自由で公正な通商圏

をアジ ア 地域 に 広 げ る ことが重要である。特に RCEP については、

国 際 社 会 に 対 し て 両 国 が 自 由 貿 易 推 進 の 力 強 い メ ッ セ ー ジ を 発

信する た めに も 、東 南 アジア諸国連合（ ASEAN）を支持しながら、

バラン ス の取 れ た 質 の 高い協定の年内妥結 に向けて 、両国政府が

交渉に 主 導的 な 役 割 を 果たすべきである。 これは、 TPP 等と共に

長期的 に はア ジ ア 太 平 洋自由貿易圏（ FTAAP）への進化に 繋がるも

のでも あ る。  
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一方、「 一 帯一 路」構 想をはじめとする国際協力において、中国

が 主 導 し て 設 立 し た ア ジ ア イ ン フ ラ 投 資 銀 行 （ AIIB） の 融 資 は 、

アジア 開 発銀 行（ ADB）などの国際金融機関との協調も得て、運営

が軌道 に 乗り つ つ あ る 。シルクロード基金や国家開発銀行の提供

する国 際 資金 を 含 め る と中国はもはや援助大国であり、相手国の

持 続 可 能 な 発 展 に 資 す る た め の 高 い 合 理 性 と 国 際 協 調 が 求 め ら

れてい る 。中 国が 真 の 援助大国として国際的な透明性を確保して

行くた め、例 え ば 経 済 協力開発機構（ OECD）輸出信用アレンジメ

ントな ど 、国 際的 なル ールに基づく融資を実施していくことが 期

待され る 。  

 

（２）第 三 国市 場 展 開 に 向 け た日中 パートナー シップ  

 日中 の 経済 分 野 の パ ートナーシップは、二国間の相互補完関係

の 下 で 得 ら れ た 成 果 を 第 三 国 市 場 に 展 開 す る 段 階 を 迎 え て い る 。

李克強 総 理来 日 に 際 し て、日中両国政府間では、「第三国における

日中民 間 経済 協 力 」に 関する覚書が締結され、委員会やフォーラ

ムを通 し て 、両国 企 業 による第三国市場において 協力の可能なプ

ロジェ ク トの 組 成 に 向 けた議論が行われることとなった。  

日中 両 国 の企 業 が 、双方の経験やノウハウを活かしプロジェク

トの企 画・計 画段 階 か ら役割分担を決めるなど協力して取り組む

ことや 、中 国 で合 弁 展 開している事業をモデルとして第三国に普

及・展 開 する こ と な ど が期待される。  

その 際 、コン プ ラ イ アンスの遵守はもちろんのこと、ホスト国

の財政 の 健全 性 、プ ロ ジェクトの開放性、経済性、透明性を充足

する持 続 可能 性 の 高 い プロジェクトを選定す べきである。  

 

（３）エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 協 力  

エネ ル ギ ー及 び 環 境 の問題への対応は、日中両国のみで解決で

きるも の では な く 、ア ジアひいては世界全体で取り組まなければ

ならな い 大き な 課 題 で ある。  

日中 の 間 では す で に 日中省エネルギー・環境総合フォーラムな

どのプ ラ ット フ ォ ー ム が機能しており、排熱発電等省エネ技術 設

備の導 入 や産 業 廃 棄 物 リサイクル事業など、これまで多くの協力

プロジ ェ クト が 誕 生 し てきた。今後も、中国での環境規制の強化

や資源 循 環等 へ の 取 組 みの徹底に対し、日本企業が有する先進技

術と日 本 の政 策・制 度 面の経験・知見を活用したソリューション・

ビジネ ス などを 含 む 相 互補完的なビジネス・アライアンスが、日

中 両 国 の 企 業 並 び に 地 方 自 治 体 等 の 交 流 を 通 じ て 成 就 す る よ う

促すと 共 に 、こう し た 取り組みを他のアジア諸国にも広めていく

ことが 求 めら れ る 。将 来的には長期的な視点から 、水素システム

社 会 構 築 や ス ー パ ー グ リ ッ ド 建 設 の 構 想 等 に 関 す る ア ジ ア ワ イ

ドでの 官 民の 対 話 ・ 交 流に向けた検 討も期待される。  

世 界 的 な 気 候 変 動 や 各 地 で 顕 在 化 す る 大 気 汚 染 等 に 伴 う 深 刻

な被害 を 踏ま え 、「 パ リ 協定」の目標達成は当然のこと 、将来に向

けたよ り 広い 環 境 対 策 に努めるべきである 。  

 

（４）拡 が る 観 光 協 力  

生活 水 準 の向 上 に 伴 い、人々の活動範囲が広がる中 で、観光を

通 し た 交 流 は 、 関 連 の 産 業 発 展 な ど に よ る 経 済 効 果 は も と よ り 、

旅 行 者 と 旅 行 先 の 双 方 の 人 々 の 理 解 と 親 近 感 を 増 進 さ せ る 効 果
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をもた ら す 。そ の 効 果 の更なる発現と安定化に向け、中国の旅行

業の外 資 規制 の 撤 廃 を 進めると共に、アジア各国の官民の観光分

野の関 係 者及 び 専 門 家 により、各国民の旅行先に期待する要素や

改善要 望 事項 な ど の 調 査分析、改善のための効果的な対策、その

中での IoT や AI の 活 用などの共同研究を行い、環境整備 と観光

交流の 促 進を 図 っ てい くことを提言する。  

 

（５） 2025 年 国 際 博 覧 会 の 誘 致  

日本 は、2025 年 国 際 博覧会の開催国に立候補している。日本も

参加決 定 した 2019 年 北京園芸博の成功を祈念しつつ、大阪・関西

で万博 が 開催 さ れ れ ば 、世界各国から東アジアへの来訪者が増え、

日中を 含 む東 ア ジ ア 経 済にプラスの経済効果が見込まれる。中国

政府に よ る日 本 の 博 覧 会誘致の支援を期待する。大成功に終わっ

た上海 万 博の 経 験 に も 学び、ぜひとも大阪・関西博の成功につな

げたい 。  

 

おわりに  

 

“科学 技 術の 進 歩 は 、常 に危険と背中合わせだ。それを乗り越えて

はじめて 人類 の 未 来 に 貢 献 できるのだ。”これは、ノーベル賞を創設し

たアルフレッ ド・ベ ル ン ハ ルド・ノーベル（ Alfred Bernhard Nobel）

の言葉である 。こ の こ と は、科学的発見のみならず、あらゆる分野の

国際行動 、政 策 の 選 択 、知 識の進化、文化の創造、制度の創設、技術

の改革に 当て は ま る 。  

我々は 、こ の提 言 に お い て、日中両国が英知を結集して新しいシス

テ ム の 創 造 と イ ノ ベ ー シ ョ ン の 展 開 に よ り こ の 歴 史 的 な 大 転 換 期 を

乗り越え る具 体 策 を 提 案 し た。その目指すところは、人間価値の進化

による信 頼の 醸 成 で あ り 、 未来の創新である。  

日中両 国 は、永 い 交 流 の 歴史の上に、文化、科学、芸術、学問の交

流を積み 重ね て き た 。最近 は、日中関係の改善を反映した人的交流が

画期的に 拡大 し つ つ あ る。我々は、こうした動きを高次元の知的活動

の進展に つな げ た い も の で ある。  

「 ア ー ト （ art）」 の 語 源 と な っ た ラ テ ン 語の 「 ア ル ス （ ars）」 は 、

「芸術」と「 技 術 」の 双 方 を意味する。技術と芸術を高次元で融合す

れば、人間 価 値 を 進 化 す る ことができるに違いない。最近の「人工知

能（ AI）」や「 デ ー タ 経 済 」の 進展は、それを加速する力をもっている。

日中協力 の分 野 の 地 平 は 広 大である。  

2020 年 に は 東 京 で オ リ ンピック及びパラリンピックが、 2022 年に

は北京で 冬季 オ リ ン ピ ッ ク の開催が予定されている。  

我々は 、経 済交 流 の 基 盤 をより強固にすると共に、こうしたスポー

ツや文化 の交 流 を 拡 げ、知 的な交流の基盤拡大にもつなげたいもので

ある。  
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21 世紀日中関係展望委員会名簿 

（氏名五十音順）  

委員長  福川伸次   一 般 財 団 法 人 地 球 産 業 文 化 研 究 所  顧 問  

委  員   青山瑠妙   早 稲 田 大 学 大 学 院  アジア太 平 洋 研 究 科  教 授  

射手矢好雄  森 ・濱 田 松 本 法 律 事 務 所  弁 護 士  

井出長則   山 九 株 式 会 社  顧 問  

岡嵜久実子  一 般 財 団 法 人 キヤノングローバル戦 略 研 究 所  研 究 主 幹  

岡本 巖    一 般 財 団 法 人 日 中 経 済 協 会  顧 問  

尾ノ井芳樹  電 源 開 発 株 式 会 社  取 締 役 副 社 長  

川手 環    三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社  常 務 執 行 役 員  

関  志雄   株 式 会 社 野 村 資 本 市 場 研 究 所  シニアフェロー 

清川佑二   特 定 非 営 利 活 動 法 人 日 中 産 学 官 交 流 機 構  理 事 長  

久木田崇彰  三 菱 電 機 株 式 会 社  Sen ior Corporate Adv iser 

國分良成   防 衛 大 学 校  校 長  

小林一弘   トヨタ自 動 車 株 式 会 社  専 務 役 員  

近藤義雄   近 藤 公 認 会 計 士 事 務 所  所 長  

志岐隆史   全 日 本 空 輸 株 式 会 社  代 表 取 締 役 副 社 長 執 行 役 員  

清水祥之   住 友 化 学 株 式 会 社  常 勤 顧 問  

杉浦康誉   アサヒグループホールディングス株 式 会 社  常 務 執 行 役 員  

鈴木英夫   新 日 鐵 住 金 株 式 会 社  常 務 執 行 役 員  

高原明生   東 京 大 学 大 学 院  法 学 政 治 学 研 究 科 教 授  

兼  公 共 政 策 大 学 院 院 長  

戸倉健夫   住 友 商 事 株 式 会 社  理 事  金 属 業 務 部 長  

豊原正恭   株 式 会 社 東 芝  執 行 役 専 務  

中原俊也   ＪＸＴＧエネルギー株 式 会 社  取 締 役 常 務 執 行 役 員  

橋本和司   東 レ株 式 会 社  常 任 顧 問  

本坊吉博   三 井 物 産 株 式 会 社  取 締 役  

丸川知雄   東 京 大 学  社 会 科 学 研 究 所 教 授  

宮本雄二   宮 本 アジア研 究 所  代 表  

森田 守    株 式 会 社 日 立 製 作 所  執 行 役 常 務  戦 略 企 画 本 部 長  

守村 卓    株 式 会 社 三 菱 ＵＦＪ銀 行  顧 問  
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 これまでの提言 

 
第 1 回  2003 年 6 月  日 中 関 係 の進 化 を求 めて－その理 念 と課 題  

－相 互 信 頼 、未 来 創 新 、知 的 進 化 、世 界 貢 献 への途 － 

第 2 回  2005 年 6 月  未 来 に向 けて日 中 経 済 の相 互 連 帯 を発 展 させよう 

第 3 回  2006 年 9 月  新 内 閣 の発 足 にあたり、日 中 関 係 の進 化 を望 む 

第 4 回  2007 年 6 月  日 中 関 係 －調 和 と革 新 への針 路  

第 5 回  2008 年 9 月  日 中 関 係 新 次 元 への展 開  

－戦 略 的 互 恵 関 係 の具 体 的 展 開 － 

第 6 回  2009 年 9 月  世 界 新 時 代 を拓 く日 中 協 力  

第 7 回  2011 年 9 月  相 互 信 頼 に基 づく日 中 経 済 連 携 の創 新  

－世 界 の協 調 的 発 展 を目 指 して－ 

第 8 回  2012 年 9 月  世 界 に貢 献 する新 たな日 中 関 係 の構 築  

－日 中 韓 ＦＴＡの早 期 成 立 と戦 略 的 互 恵 関 係 の深 化 － 

第 9 回  2012 年 11 月  緊 急 提 言 ： 

日 中 友 好 の大 局 に立 ち不 正 常 な事 態 の早 期 打 開 を 

第 10 回  2013 年 11 月  揺 るぎない日 中 関 係 を目 指 して 

－相 互 信 頼 と構 造 革 新 の上 に－ 

第 11 回  2014 年 9 月  日 中 相 互 信 頼 への回 帰 を望 む 

－市 場 機 能 重 視 改 革 への期 待 と共 に－ 

第 12 回  2015 年 11 月  日 中 関 係 、より高 く、より広 く 

－イノベ－ション展 開 とグロ－バル化 の推 進 を軸 に－ 

第 13 回  2016 年 9 月  不 断 の改 革 とグローバル協 力 の新 展 開  

－日 中 関 係 の深 さと拡 がりを目 指 して－ 

第 14 回  2017 年 11 月  日 中 関 係 、グローバル・パートナーとしての新 展 開  

－国 際 秩 序 形 成 とイノベーションの推 進 に向 けて－ 

 


